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のために、設置数の減少、未設置、統廃合へ とシフ トしてい く。それに最 も影響 を受けたのが








部における問題 と重複しなが ら存在すること、そ して地域間格差の増大がある。このために過














1.農 村部 にお ける保育所の歴史的変遷
農村部における保育所の典型的な発展過程は①戦前農繁期託児所→②戦後季節保育所→③へ
き地保育所→④認可保育所 というルー トを通っている(櫻井1999)(2)。その歴史的変遷 につい
て以下に整理 した。
(1)戦前及び戦中における農村部の保育所(戦 前農繁期託児所)










期 と異なり、戦時中の 「国民皆動」による 「増産」に資することを目的とし、それを支えるた
















育所が相対的に少なく、 自治体財政の貧しい状況 と関連 し、公立保育所の設置はより困難とな
る。そこで厚生省は児童福祉法の保育所には該当しないが、特別の保育対策に季節保育所とへ
き地保育所を認め、運営費の3分 の1を 補助することになった。1957年に厚生次官通知 「季節







に過疎 ・過密問題を引き起 こし、鍵っ子問題等、地域に子 どもが取 り残されるという社会問題
に発展 した。都市部では女性の雇用が増える一方で、高度経済成長による物価上昇から生活を
守るため、不安定な就労に就 き、乳幼児の保育問題が社会問題 となった。
農村部では出稼 ぎや兼業農家が増加 し、それまで働 き手の男達が担ってきた雪下ろしや農作












































しか し1960年代の 「農業基本法」の影響下で、保育所が全ての働 く人のための共通の要求と
なった。そのため保育所要求のための粘 り強い運動(7)が展開され、保護者の労働保障を行 うこ
とだけでなく、農村部の子 どもたちの地域問格差を幼児期の段階で埋めようとする教育的な要
求 もあ り、農村部にある特有のニーズに配慮 した支援が何 より求められたのである。
五.過 疎地特有 の保育所実態 と問題
過疎地域 における保育所問題を考える意義 と特殊性は主に5つ ある。それは 「①保育園以外

















これを見 ると、圧倒的に農業地帯にある保育所が多 く、全体の73.7%となっている。 また過
疎地域全体で見ると公立保育所が占める割合が社会福祉法人立の保育所 よりも多い。
図表 皿一1過 疎地域の保育所設置状況
過疎市町村数 保育園数(公 ・私) 在籍児数 1園平均数
90年 1143 2925(2204・721) 126000 57.3
98年 1231 3062(2313・749) 148500 48.5
(出所)櫻井慶一(2006)『保育制度改革の諸問題』より抜粋
この図表から見ると、1990年では、1園 あたりの在a児 数が全国の一般の保育園の74%程度
の57.5人であ り、保育園数2925園に乗 じて16万8130人となっている。当時の過疎地に設置 され




増加 し、在籍園児数も12万6000人から14万8500人へと増加 した。 しか し一方で、1園 あた りの
















過疎地における保育所は、定員割れを起 こすと、定員調整 ・減削(へ き地保育所の廃止)が
行われ、最終的に統廃合 となる過程を経る(櫻 井1988)。問題なのは、当該地域ではもとも
と1園か2園 しか保育所が存立していないことが多 く、即ち統廃合は地域から保育所を全 く無
くしてしまう恐れがある。財政面の問題から合理化する余地は、過疎地における保育所か らは
限定されることは明らかである。







II-(1)の① ・②の調査は、全国の過疎地における保育所実態 を網羅 したものであるが、
90年代の調査であり、現在の社会福祉基礎構造改革以後の制度変革、市町村合併の進行後の状
況等を含んだ保育所実態を明らかにしていくことが求められる。さらにこのような量的調査は















グ調査を実施 した。10ヶ所中5ヶ 所の保育所にて、実際に保育所に訪問し、以下のヒヤ リング





















産業(平 成12年統計)は 、主に第1次 産業は農業に人口542人が従事 してお り、第2次 産業
は803人、第3次 産業が最も多 く、1,208人となっている。10年前(平 成2年)と 比較すると農















2町はいずれも昭和26年か ら昭和34年に近辺の町村で合併を繰 り返 し、2町 に至っている。
戦後、新憲法によって地方 自治制度が住民自治 と団体 自治の両面に渡 り、充実 ・強化がなされ




未満の小規模町村 を合併 し、町村数を3分 の1に減 らすことを目標 とした。
【C剛
C町はもともと3つの村であったが、昭和31年に2ヶ所の村が合併 をしてC町となった。 さら









昭和29年から町村合併を議論の筆頭 とし、昭和30年にD町の3ヶ 村を合併し 「D村」を発足さ
せた。合併後、1年 が経過し町制の要望や市 と村の段階的差異が認められないこと、純農村的
形態か ら都市的業態へ、労働等を隣接する旧A市に依存するようになったことから、昭和31年
に 「D町」 として発足 した。
その後高齢化、兼業農家の拡大、農業生産の不振等でD町は著 しい変化を見せた。昭和40年
代に入 り、過疎問題が取 り上げられ、零細経営の農家がD町は多 く、農業以外の収入によって
経済自立を図る必要があ り、安定収入のある都市企業へ流入 していった。
平成に入って以後、人口減少の鈍化傾向は少 しずつ明確になってお り、平成元年か ら平成6











5園中4園 は現場 を20年以上経験 している保育士が園長になっている。 また他の1園 では、
園長は保育の経験が無いが、主任保育士が担任をし、直接保育を行っていた。そのため日常的




5ヶ所の保育所で調査 を行った。 ヒヤリング項 目別に考察する。
①保育所の設立経過について
5ヶ所全ては公立保育所である。いずれも地域性か ら保育所は農繁期託児所や季節保育所が
前進であったと考えられる。 しか し歴史が古 く資料が少ないこと、また戦後、公立保育所 とし
て町が運営を引 き継いだこともあ り、町営 もしくは村営として保育所は再出発 し、戦前の名残
は無い。
【C町の2園 】







も拡大 したが、労働 もそれに移行 していった。
②保護者の保育ニーズの把握方法と実態について







































保育や休 日保育等は絶対的な要望ではない ものの、一部の保護者は必要としていると把握 して
いた。また休日保育については、ニーズがあっても避けたいと述べた保育所がほとん どで、そ







のことや子育ての方法等に意見 をされた くない、保護者自身に親 としての自信がない等の保護
者の子育て観の変容があると考える。
また保育所を 「親子の友だち作 りの場」 として捉えている。過疎地の課題の一つに交通の便
が挙げられるが、頻発する子 どもを対象とした事件への不安 とともに、当該地域の子どもを対
象 とした社会資源の乏 しさ、歩道が無いこと、地域その ものに人が少ないこと等が子ども達の
遊び場そのものや地域の中で子どもを守ってい くという機能 を衰退させてお り、そこに保育所
は重要な地域の施設として位置づけることを重要視 している。















C ・合 併 し公 立16園 で 、 ・園児に障害が疑われた場合、それを伝え児童
町 園長会、研究部会、人 相談所、市の保健センターに保護者に行っても
権部会、障害部会等を らい、その都度連携する。






児相 と連携をとりなが ら指導 ・支援をする。














































園児が参加 したりすることを通 して行っていることである。子どもたちの声や姿を通 して、地




しか しそれが合併や地域の人間関係の希薄化 とともに、保護者のニーズにも大 きく影響 してい
る。例えば送迎に関して歩いて保育園に来ることが少なくなり、また横の人間関係 を煩わ しく
考えている保護者が多 くなっており、地域住民がどの家の子 どもか分からない等の傾向がある















かと思う」 と述べている。しか しただ子 どもの発達の視点やニーズが少ないと保育所が捉 えて
いるために、サービス拡大を行わないだけでなく、親の子育てに対する価値観の変容 もまた、
保育所が懸念 している理由の1つ である。それは親と子の生活は1人 の人間の生活 として保障
されなければならないが、大人の都合に左右 されやすい子 どもの存在 をもっと考えてほしいと
いう思いからであろう。
また異年齢保育に対する取 り組みについて、③の他園とのネットワークにも関わることであ




異年齢保育の良い面 と困難点として、良い面は 「年齢の大 きい子が小 さい子どもたちに必然
的に何 をしてあげようかということを考え、学んでい くことができる」、「思いや りの心が育ま
れる」、「同年齢でできないことがあっても、小 さい子の中ではお兄ちゃん、お姉ちゃんになれ
るので自信になる」 と述べている。一方、困難点としては 「大 きな子が手伝 うために、小 さい
子は誰かに頼ることを覚えてしまい、成長 した時に同じように小 さい子 を手伝 うことができな
いのではないか」、「同年齢でで きることが小さい子と一緒に遊ぶために、遊びが構築できない」、
「子ども同士で喧嘩があった時に自分で解決できず、大 きな子 に我慢をさせてしまう時がある」











⑥ に共通 していることは、制度に対 して改善点や意見というよりは現場から声 を上げたい と
いう姿勢を強く感 じた。それはヒヤ リング対象が園長や主任保育士であることにも関わってく
るが、「本園では本園の保育実践があり、それを如何に子どもたちに行っていくのか」 とい う意


















農村部における保育所は統廃合 問題 と背 中合わせに進んできたことは歴史から考察できる。
人口減少 による効率化と地方財政の貧困か ら行われて きた保育所減らしは、地域の労働 と連動
して、保護者が子育てをする場を無 くし、地域住民が必要 とする社会資源を喪失 していく危険
性がある。子 どもの発達の視点か ら見た保育所のあ り方と地方財政から考えた保育所の存続は、














































(にしが き みほこ 社会学研究科社会福祉学専攻博士後期課程)
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